合併浄化槽保守点検業務（安城西中学校ほか２校）仕様書

１　業務場所及び浄化槽仕様

業務の対象となる施設及び浄化槽の仕様については、別紙１「業務委託場所及び仕様」による。

（１）設置施設数　：　３　施設

（２）設置基数　：　３　基

２　業務目的

本業務は浄化槽の保守点検を実施することで適正に管理し、放流水を常に良好な状態に保つとともに、不具合を未然に防止することを目的とする。

３　業務内容

（１）浄化槽の保守点検作業

（２）水質測定検査

（３）故障修理等対応

（４）施設管理者への教育

４　保守点検作業
（１）保守点検項目

ア　保守点検項目については、浄化槽法第４条第７項、浄化槽法施行規則第２条及び愛知県浄化槽指導要領に基づいて点検、調整及び注薬等を実施するとともに、清掃の実施や機器の更新についての必要性を報告する等、業務目的を達成するための必要事項を実施する。

イ　三次処理に玉石ろ過が設置してある場合は、下記の点検を実施する。

（ア）槽内の水位により目詰まりや漏水等の異常が無いことを確認する。必要に応じ逆洗を行い、沈殿分離槽への移送等を行う。

（イ）放流水の状態により異常が無いことを確認する。

（ウ）スカムや汚泥の流入が無いことを確認する。

（エ）その他、正常な機能を維持するために必要な事項を実施する。

ウ　現場での簡易水質測定

保守点検作業を行う際には、別紙１の簡易水質測定に記載のある項目について、次の表のとおり測定し、その良否を判定する。その他、良好な状態を保つために必要な測定を実施する。

	種別
	測定項目

	Ａ
	放流水の①ｐＨ、②残留塩素、③透視度

	Ｂ
	Ａの測定項目

ばっ気槽や接触ばっ気槽等の④水温、⑤ｐＨ、⑥溶存酸素量

	Ｃ
	Ｂの測定項目

ばっ気槽の⑦汚泥沈殿率


測定項目の望ましい値は、①～③、⑥、⑦は浄化槽法第７条、第１１条（法定検査）による値、④は１３度以上、⑤は①と同じ値とする。

（２）点検回数及び履行時期

点検回数は別紙１「業務委託場所及び仕様」の保守点検回数、履行時期は次の表のとおりとし、点検間隔に偏りがないようにする。

	回／年
	履行時期
	期間

	　２
	７月、１月
	６か月に１回

	　３
	７月、１１月、３月 
	４か月に１回

	　４
	４月、７月、１０月、１月
	３か月に１回

	１２
	－
	１か月に１回

	２６
	－
	２週間に１回

	５２
	－
	１週間に１回


（３）別紙１の備考に特に定めた事項がある場合は、その内容に準ずる。

５　水質測定検査

次の項目について水質を測定し、その良否を判定する。受注者が水質の分析ができない場合は第三者に請け負わせることができるものとする。

（１）全ての浄化槽について、下記の測定を行う。

ア　測定項目　　生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）

イ　測定回数　　年１回

ウ　履行時期

　　　　法定検査（７月中旬に実施予定）の検査日直前の保守点検日に採水を実施する。法定検査の検査日については、浄化槽が設置されている施設の管理者（以下「施設管理者」という）に確認する。

（２）２０１人槽以上の浄化槽については、前項（１）の測定とは別に次の測定も行う。

ア　測定項目

（ア）生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）

（イ）化学的酸素要求量（ＣＯＤ）

（ウ）水素イオン濃度指数（ｐＨ）

（エ）浮遊物質量（ＳＳ）

（オ）大腸菌郡数

イ　測定回数　　年１回

ウ　履行時期

　　　　法定検査の検査日から６か月程度経過した保守点検日に採水を実施する。

（３）水質測定検査における分析方法については次による。

ア　ＢＯＤ　　　　ＪＩＳ　Ｋ０１０２　２１

イ　ＣＯＤ　　　　ＪＩＳ　Ｋ０１０２　１７

ウ　ｐＨ　　　　　ＪＩＳ　Ｋ０１０２　１２・１

エ　ＳＳ　　　　　昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号付表８

オ　大腸菌群数　　昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表２

（４）別紙１の備考に特に定めた事項がある場合は、その内容に準じ実施する。

６　施設管理者への教育

（１）教育内容

　　　浄化槽を常に良好な状態に保つため、施設管理者に対し施設ごとに次の事項について実施する。なお、その際に必要な資料については受注者にて作成する。

ア　良好な機能を保つための適正な使用方法

イ　故障時の対応、不具合を減らすための日常管理上の注意点

ウ　その他、業務目的を達成するために必要な事項

（２）履行時期

原則として、初回の点検日までに１回及び受注者が業務目的を達成するために必要と認めるときに随時実施する。ただし、施設管理者の都合による場合は調整のうえ実施する。

７　器具資材等の負担

業務遂行に必要な器具、工具等は受注者の負担とする。ただし、施設に付属する備品又は電気、水道等を業務遂行に必要な範囲において無償で利用できるものとする。

８　故障修理等の対応

（１）受注者は施設管理者から故障等の連絡があった場合は、その都度すみやかに技術員を派遣し正常な状態に復帰させるものとし、加えて施設管理者に対し原因及び処置について報告する。この場合において、技術員の交通費及び日当と消耗品は受注者が負担し、保守点検の回数に算入しない。

（２）法定検査、水質測定検査等により水質が不適正等と判断された場合は、すみやかに原因の追究、対応方法等の報告をする。対応後に再度水質検査を実施することにより、正常な状態に復帰したことの確認、報告をする。この場合において、技術員の交通費及び日当と消耗品は受注者が負担し、保守点検の回数に算入しない。
９　履行報告
　　保守点検後は結果について、次の内容が記載された報告書を施設管理者へすみやかに提出する。水質測定検査を行った場合は、その測定結果が記載された報告書を施設管理者へすみやかに提出する。報告書は表紙として別紙２「保守点検等結果報告書」を添付する。
（１）保守点検項目等の実施状況が把握できる内容
（２）機器の調整、消耗品の交換及び補充等の実施状況が確認できる内容

（３）施設管理者への教育の実施内容
１０　作業時間

　　故障等の緊急時を除き、通常の保守点検作業及び施設管理者への教育は、施設管理者と調整のうえ、原則として別紙１に記載した施設の通常業務時間内に実施する。

１１　業務の停止・一時停止

　　天変地異等の不可抗力により業務の実施が困難となった場合、又は対象施設の取り壊しや改修等により業務の実施が必要なくなった場合は、業務の全部又は一部を停止又は一時停止する。これらの場合には、事前に受注者へ書面にて通知する。

１２　資格条件

　　保守点検業者は「浄化槽保守点検業者の登録に関する条例」（昭和６０年愛知県条例第２４号）により県知事の登録を受けていなければならない。また、保守点検及び故障修理に携わる技術員は浄化槽管理士の資格を有する者とする。

１３　履行期間

　契約締結日から平成２６年３月３１日までとする。

１４　契約の変更

　　業務の全部又は一部を停止した場合、未実施の業務について減額し変更契約をする。

１５　支払い
　　各月の業務終了後、受注者からの請求により支払うこととする。

１６　契約約款

本業務の契約については、「安城市委託契約約款」に準拠する。ただし、次の項目について訂正をする。

（１）（特許権の使用）第８条ただし書きについては、発注者の指定の有無にかかわらず受注者が特許権等を確認し費用を負担するものとする。

（２）（契約代金の支払）第３２条は、本仕様書の記載内容を優先する。
（３）（発注者の解除権）第３６条第１項（３）は、管理技術者等の配置の必要がある場合のみ適用する。

１７　その他

本仕様書に定めのない事項に疑義が生じたときは、発注者と受注者の双方が協議のうえ決定するものとする。

